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（単位：円）

資産の部
Ⅰ流動資産  

現金及び預金 6,370,597,593
前払手数料 12,913,300
前払費用 14,712,410
未収収益 1,095,890
未収金 57,408,585
未収還付消費税等 5,101,722
立替金 20,028,884
その他の流動資産 114,608

流動資産合計 6,481,972,992

Ⅱ固定資産
１有形固定資産

建物 18,644,807,027
減価償却累計額 △ 5,989,006,642 12,655,800,385

構築物 234,819,339
減価償却累計額 △ 94,888,049 139,931,290

機械装置 17,938,792,387
減価償却累計額 △ 7,338,652,679 10,600,139,708

車両運搬具 155,751,982
減価償却累計額 △ 136,508,139 19,243,843

工具器具備品 2,174,275,091
減価償却累計額 △ 1,237,844,951 936,430,140

土地 366,378,459
建設仮勘定 385,118,729

有形固定資産合計 25,103,042,554

２無形固定資産
電話加入権 5,612,400

無形固定資産合計 5,612,400

３投資その他の資産
敷金・保証金 91,926,600
長期前払費用 29,281,140
預託金 1,138,970

投資その他の資産合計 122,346,710
固定資産合計 25,231,001,664

資産合計 31,712,974,656

負債の部
Ⅰ流動負債

運営費交付金債務 218,998,410
未払金 3,132,281,602
未払費用 12,134,610
短期リース債務 8,666,244
前受審査手数料 1,126,565,900
預り金 32,346,404
引当金

賞与引当金 435,319,035
流動負債合計 4,966,312,205

Ⅱ固定負債
資産見返負債

資産見返運営費交付金 4,950,552,271
資産見返物品受贈額 1,326,380,398
建設仮勘定見返施設費 385,118,729 6,662,051,398

長期リース債務 22,305,169
引当金

役員退職手当引当金 2,674,930
退職給付引当金 1,309,584,337 1,312,259,267
固定負債合計 7,996,615,834

負債合計 12,962,928,039

純資産の部
Ⅰ資本金

政府出資金 12,030,976,175
資本金合計 12,030,976,175

Ⅱ資本剰余金
資本剰余金 13,393,608,073
損益外減価償却累計額 △ 6,991,185,460
損益外減損損失累計額 △ 9,666,000

資本剰余金合計 6,392,756,613

Ⅲ利益剰余金
積立金 142,148,700
当期未処分利益 184,165,129

利益剰余金合計 326,313,829
純資産合計 18,750,046,617
負債・純資産合計 31,712,974,656

貸借対照表
（平成２１年３月３１日）

（うち当期総利益　184,165,129円）　　　　　　　　　　　　
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（単位：円）

経常費用
検査業務費

給与、賞与及び手当 4,425,563,018
賞与引当金繰入 398,688,027
法定福利費・福利厚生費 618,218,830
退職給付費用 85,486,836
その他人件費 308,883,274
業務委託費 5,292,360
支払リース料 7,379,717
賃借料 41,850,872
運送費 3,951,114
旅費交通費 106,133,151
備品費 8,792,408
消耗品費 174,806,337
維持・修繕費 566,565,821
水道光熱費 268,039,045
審査証紙売捌手数料 130,775,798
支払保険料 36,787,158
審査証紙印刷費 14,455,507
図書印刷費 14,227,949
通信費 15,541,982
減価償却費 1,100,097,810
固定資産除却損 90,608,871
その他 1,109,198 8,423,255,083

一般管理費
役員報酬・給与 73,482,254
給与、賞与及び手当 304,888,839
賞与引当金繰入 36,631,008
法定福利費・福利厚生費 34,811,607
役員退職手当引当金繰入 3,636,730

損益計算書
（平成２０年４月　１日～平成２１年３月３１日）

役員退職手当引当金繰入 3,636,730
退職給付費用 3,549,044
その他人件費 58,511,583
支払リース料 4,961,016
賃借料 77,407,596
旅費交通費 16,995,255
備品費 7,050,316
消耗品費 7,768,301
ソフトウェア費 5,990,400
維持・修繕費 170,287,255
水道光熱費 10,284,882
支払手数料 20,838,375
研修費 6,432,361
図書印刷費 8,295,671
通信費 55,519,857
減価償却費 8,207,508
固定資産除却損 2,143,970
その他 9,936,235 927,630,063

財務費用
支払利息 229,756 229,756

経常費用合計 9,351,114,902

経常収益
運営費交付金収益 20,567,553
審査手数料収益 9,562,981,900
受託収入 9,663,535
資産見返債務戻入

資産見返運営費交付金戻入 651,884,624
資産見返物品受贈額戻入 539,369,902 1,191,254,526

財務収益
受取利息 1,464,706 1,464,706

雑益 3,137,615
経常収益合計 10,789,069,835
経常利益 1,437,954,933

臨時損失
過年度退職給付費用 1,253,789,804

臨時損失合計 1,253,789,804

当期純利益 184,165,129

当期総利益 184,165,129

２



自動車検査独立行政法人　
[単位：円]

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー
自動車検査業務支出 △ 1,421,754,346
人件費支出 △ 6,395,955,836
一般管理支出 △ 367,022,887
運営費交付金収入 1,544,469,000
受託収入 10,597,313
審査手数料収入 9,631,530,800
賃貸料収入 664,743
消費税等の支払額 △ 5,057,100
その他の収入 2,642,856

　　　　　　　　小計 3,000,114,543
利息の受取額 385,254
利息の支払額 △ 218,988

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 3,000,280,809

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △ 4,168,048,677
施設費による収入 3,767,913,696
施設費の精算による返還金の支出 △ 88,205,681
定期預金預入に伴う支出 △ 500,000,000
定期預金払戻に伴う収入 300,000,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 688,340,662

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出 △ 3,851,568

Ⅳ資金増加額 2,308,088,579
Ⅴ資金期首残高 3,562,509,014
Ⅵ資金期末残高 5,870,597,593

項　　　　　　　　　　目 金　　　額

キャッシュ・フロー計算書
自平成２０年４月１日　至平成２１年３月３１日

３



（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 184,165,129
当期総利益 184,165,129

Ⅱ　利益処分額
積立金 184,165,129 184,165,129

利益の処分に関する書類
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自動車検査独立行政法人
[単位：円]

Ⅰ　業務費用
(1) 損益計算書上の費用

検査業務費 8,423,255,083
一般管理費 927,630,063
財務費用 229,756
過年度退職給付費用 1,253,789,804 10,604,904,706

審査手数料収益 △ 9,562,981,900
受託収入 △ 9,663,535
財務収益 △ 1,464,706
雑益 △ 3,137,615 △ 9,577,247,756

業務費用合計 1,027,656,950

損益外減価償却相当額 1,423,330,993
損益外固定資産除却相当額 59,176,445 1,482,507,438

(2) （控除）自己収入等

行政サービス実施コスト計算書
自平成20年4月1日　至平成21年3月31日

科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

Ⅱ　損益外減価償却等相当額

５

損益外固定資産除却相当額 59,176,445 1,482,507,438

△ 1,368,711,736

国有財産無償使用の機会費用 2,937,148,494
政府出資等の機会費用 232,405,110 3,169,553,604

4,311,006,256Ⅴ　行政サービス実施コスト

Ⅲ　引当外退職給付増加見積額

Ⅳ　機会費用

５



 ６

注記事項 

 

［重要な会計方針］ 

１．運営費交付金収益の計上基準 

費用進行基準を採用しております。 

これは、中期計画及びこれを具体化する年度計画等において、一定の業務等と運営費

交付金との対応関係が明確でなく、また、業務実施と運営費交付金とは期間的に対応し

ていないため、支出額を限度額としての費用進行基準を採用する必要があるためであり

ます。 

 

２．審査手数料収益の計上基準 

審査手数料収益は、自動車審査件数の実績に基づき計上しております。 

 

３．減価償却の会計処理方法 

有形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用しております。 

主な耐用年数は以下のとおりであります。 

          建物  １０～５０年 

          構築物  １０～２５年 

          機械装置   ５～１３年 

          車両運搬具   ４～ ６年 

          工具器具備品  ３～１０年 

なお、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額について

は、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

４．引当金の計上基準 

   (1) 賞与引当金 

役員及び職員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当該事業年度に負担すべ

き見込額を計上しております。 

(2) 役員退職手当引当金 

役員の退職手当の支出に備えるため、自動車検査独立行政法人役員退職手当支給規

程に基づく期末要支給額を計上しております。 

 



 ７

(3) 退職給付引当金 

職員の退職手当の支出に備えるため、自動車検査独立行政法人職員退職手当支給規

程に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

（追加情報） 

     前期は過去の退職実績を勘案して見積計上しておりましたが、当期は今後見込まれ

る退職職員数を勘案して見積計上する方法に変更しております。 

この変更により、過年度退職給付費用1,253,789,804円を臨時損失に計上し、その

結果、当期純利益及び当期総利益は同額減少しております。 

 

５． 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

(1) 国有財産の無償使用による機会費用の計算方法 

近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。 

(2) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

       １０年利付国債の平成２１年３月末利回りを参考に１．３４０％で計算してお 

  ります。 

 

６．リース取引の処理の方法 

リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取 

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

リース料総額が３百万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借 

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。 

 

［表示方法の変更］ 

   損益計算書 

前年度において検査業務費の「その他」に含めて表示しておりました「業務委託費」

（前年度 2,195,436 円）、「運送費」（前年度 1,647,572 円）については、金額的重要性

が増したため当年度より区分掲載しております。 
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[貸借対照表関係] 

運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額    4,652,712,868 円 

 

［キャッシュ・フロー計算書関係］ 

１．資金の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目別の内訳 

現金及び預金勘定                 6,370,597,593 円 

定期預金                  △ 500,000,000 円 

資金期末残高                            5,870,597,593 円 

        

２．重要な非資金取引 

ファイナンス・リース取引による資産の取得            23,647,378 円 

 

［行政サービス実施コスト計算書関係］ 

行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人

会計基準第３８に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金のうち、貸借対照

表に引当金を計上していない部分にかかる当期増加額を計上しております。 

なお、国等からの出向者にかかる引当外退職給付増加見積額として△1,368,711,736

円を計上しております。 

 

［重要な債務負担行為］ 

小牧事務所審査上屋立替工事 

      契約金額：881,509,650 円 翌期以降支払額：601,201,650 円 

 



当期償却額 損益内 損益外

建物 0 2,499,000 74,971 74,971 0 0 0 2,424,029

機械装置 10,973,266,253 11,866,057,934 6,431,286,939 925,270,787 0 0 0 5,434,770,995

車両運搬具 155,751,982 155,751,982 136,508,139 16,132,220 0 0 0 19,243,843

工具器具備品 2,080,039,643 2,174,275,091 1,237,844,951 166,827,340 0 0 0 936,430,140

計 13,209,057,878 14,198,584,007 7,805,715,000 1,108,305,318 0 0 0 6,392,869,007

建物 17,933,426,999 18,642,308,027 5,988,931,671 1,056,221,733 0 0 0 12,653,376,356

構築物 225,664,564 234,819,339 94,888,049 16,280,176 0 0 0 139,931,290

機械装置 3,243,942,491 6,072,734,453 907,365,740 350,829,084 0 0 0 5,165,368,713

建設仮勘定 120,352,924 385,118,729 0 0 0 0 0 385,118,729

計 21,523,386,978 25,334,980,548 6,991,185,460 1,423,330,993 0 0 0 18,343,795,088

非償却資産 土地 366,378,459 366,378,459 0 0 0 0 0 366,378,459

相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

当期増加額 当期減少額
減価償却累計額

1,543,994,506 651,202,825

減損損失累計額

附属明細書

資産の種類 期首残高

1,668,601,319 679,075,190

894,339,769

（1）固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８６特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却

185,458,741

差引当期末残高 摘　要

122,107,813 27,872,365

2,499,000 0

期末残高

00

4,120,958,506 309,364,936

9,154,775 0

2,828,791,962 0

388,672,000 123,906,195

0 0

有形固定
資産（償却
費損益内）

有形固定
資産（償却
費損益外）

非償却資産 土地 366,378,459 366,378,459 0 0 0 0 0 366,378,459

建物 17,933,426,999 18,644,807,027 5,989,006,642 1,056,296,704 0 0 0 12,655,800,385 ※１

構築物 225,664,564 234,819,339 94,888,049 16,280,176 0 0 0 139,931,290

機械装置 14,217,208,744 17,938,792,387 7,338,652,679 1,276,099,871 0 0 0 10,600,139,708 ※２

車両運搬具 155,751,982 155,751,982 136,508,139 16,132,220 0 0 0 19,243,843

工具器具備品 2,080,039,643 2,174,275,091 1,237,844,951 166,827,340 0 0 0 936,430,140 ※３

土地 366,378,459 366,378,459 0 0 0 0 0 366,378,459

建設仮勘定 120,352,924 385,118,729 0 0 0 0 0 385,118,729

計 35,098,823,315 39,899,943,014 14,796,900,460 2,531,636,311 0 0 0 25,103,042,554

無形固定資産 電話加入権 15,278,400 15,278,400 0 0 9,666,000 0 9,666,000 5,612,400

敷金・保証金 91,926,600 91,926,600 0 0 0 0 0 91,926,600

長期前払費用 0 29,281,140 0 0 0 0 0 29,281,140

預託金 1,138,970 1,138,970 0 0 0 0 0 1,138,970

計 93,065,570 122,346,710 0 0 0 0 0 122,346,710

※１ 建物 708,663,077

※２ 機械装置 4,292,394,915

-649,345,082

※３ 建設仮勘定 280,308,000
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9,154,775 0

4,372,786,468 651,202,825

0 0

896,838,769 185,458,741

0 0

388,672,000 123,906,195

0 0

122,107,813 27,872,365

0 0

5,789,559,825 988,440,126

0 0

0

29,281,140 0

有形固定
資産合計

投資その他の資産

0

29,281,140 0

審査上屋の建替（小牧事務所）　

審査業務に使用する検査機器の整備

検査機器老朽化に伴う処分

(注）当期増加額は、資産の取得によるもので当期減少額は、資産の処分によるもので主なものは、次のとおりであります。

審査業務に使用する施設の整備

※３ 建設仮勘定 280,308,000

75,040,150

審査上屋の建替（小牧事務所）　

審査上屋改修等に伴う設計料



（２）引当金の明細

(単位：円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

目的使用 その他

賞与引当金 475,749,843 435,319,035 475,749,843 0 435,319,035

役員退職手当引当金 23,972,500 2,674,930 23,972,500 0 2,674,930 ※１

退職給付引当金 151,176,654 1,291,515,011 133,107,328 0 1,309,584,337 ※２

計 650,898,997 1,729,508,976 632,829,671 0 1,747,578,302

※１　役員退職手当引当金の当期増加額内訳：当事業年度発生額2,674,930円は役員退職手当引当金繰入として一般管理費に計上しております。

※２　退職給付引当金の当期増加額内訳：当事業年度発生額37,725,207円と過年度対応額1,253,789,804円の合計額です。当事業年度発生額の内
34,176,163円を検査業務費、3,549,044円を一般管理費に退職給付費用として計上し、過年度対応額については、1,253,789,804円を過年度退職給付
費用として臨時損失に計上しております。
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（単位：円）

政府出資金 12,030,976,175 0 0 12,030,976,175

計 12,030,976,175 0 0 12,030,976,175

運営費交付金 4,089,770 0 0 4,089,770

検査場改修等による増加

検査場改修等に伴う資産除却よる減少

政府承継 104,254,200 0 0 104,254,200

政府出資 △ 598,400,080 0 103,380,261 △ 701,780,341 政府出資資産除却による減少

計 9,846,780,308 3,652,247,831 105,420,066 13,393,608,073

増加：独立行政法人会計基準86に特定された固定
資産の減価償却費相当額

減少：独立行政法人会計基準86に特定された固定資産の
除却に伴う減価償却累計額取崩

損益外減損損失累計額 9,666,000 0 0 9,666,000

差引計 4,223,016,220 2,228,916,838 59,176,445 6,392,756,613

当期減少額 期末残高 摘　要

資本金

1
1

資本剰余金

施設費 10,336,836,418 3,652,247,831

区　分 期首残高 当期増加額

（３）資本金及び資本剰余金の明細

2,039,805 13,987,044,444

損益外減価償却累計額 5,614,098,088 1,423,330,993 46,243,621 6,991,185,460



（４）積立金の明細

（単位：円）

当期増加額：利益処分による増加。

合　　　計 0 142,148,700 0 142,148,700

0 142,148,700 0 142,148,700通則法４４条１項積立金

1
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摘　　　要区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高



（５）運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

①運営費交付金債務の増減の明細

261,645,469 88,826,4470

261,645,469 1,544,469,000

172,819,022

交付年度

平成１９年度

合　　　計

期首残高 交付金当期交付額

運営費交付金収益

2,859,150

当期振替額

平成２０年度

1,587,116,05920,567,553

（単位：円）

資産見返運営費交付金

85,967,297

1,566,548,506

資本剰余金

0

0

小　計

218,998,410

期末残高

46,179,3880 1,544,469,000 17,708,403 1,480,581,209 0 1,498,289,612

1
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261,645,469 1,544,469,000合　　　計 1,587,116,05920,567,553 1,566,548,506 0 218,998,410



1
4

②運営費交付金債務の当期振替額の明細

平成１９年度交付分 (単位：円）
区分 金額 内容

成果進行
基準によ
る振替額

運営費交付金収益 0 -成果進行基準を採用した業務は無い

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

計 0

期間進行
基準によ
る振替額

運営費交付金収益 0 -期間進行基準を採用した業務は無い

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

計 0

2,859,150
①費用進行基準を採用した業務 ： 全ての業務
②当該業務に関する損益等

2,859,150円
   イ．自己収入に係る収益計上はありません
   ア．損益計算書に計上した費用の額

85,967,297円   ウ．固定資産取得額

費用進行
基準によ

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金 85,967,297

　 エ．投資その他の資産に係る収益計上はありません

計
会計基準第80条第3項による振替額 0 ○中期目標期間最終年度ではないので該当なし

88,826,447

85,967,297円

③運営費交付金収益額の積算根拠
　　当該業務の支出額を限度として収益化

   ウ．固定資産取得額
基準によ
る振替額

合　　　　　計 88,826,447

資産見返運営費交付金

資本剰余金

85,967,297



費用進行

　 ア．損益計算書に計上した費用の額
・検査業務費

(単位：円）

17,708,403

0

0

0

0

0

①費用進行基準を採用した業務 ： 全ての業務

0

0

0

②当該業務に関する損益等

8,332,646,212円
9,351,114,902円

金額
平成２０年度交付分

成果進行
基準によ
る振替額

運営費交付金収益

-期間進行基準を採用した業務は無い

②運営費交付金債務の当期振替額の明細

計

運営費交付金収益

資産見返運営費交付金

計

区分

運営費交付金収益

期間進行
基準によ
る振替額

資産見返運営費交付金

資本剰余金

内容
-成果進行基準を採用した業務は無い

資本剰余金

・検査業務費
・一般管理費
・財務費用

　 イ．自己収入を使用した費用の額
・検査業務費
・一般管理費
・財務費用

　 ウ．固定資産取得額
　 エ．投資その他の資産に計上した資産

1,480,581,209

0

1,498,289,612

1,498,289,612

229,756円
917,278,585円

0

＝
-92,752,841円（ａ）

17,708,403円
-1,108,305,318円（ｂ）

1
5

合　　　　　計

92,752,841円
229,756円

8,332,646,212円

8,132,348,340円

0円
1,480,581,209円

会計基準第80条第3項による振替額

-8,132,348,340円（イ）

7,214,839,999円

・固定資産除却損

○中期目標期間最終年度ではないので該当なし

資産見返運営費交付金

資本剰余金

計

92,752,841円

9,351,114,902円（ア）

　  ｂ．減価償却費の額 1,108,305,318円

925,486,093円

③運営費交付金収益額の積算根拠
　  ａ．固定資産除却損の額



交付年度

③運営費交付金債務残高の明細

運営費交付金債務残高

１９年度

２０年度
費用進行基準を採用した業務にかか
る分

46,179,388

172,819,022

残高の発生理由及び収益化等の計画

(単位：円）

費用進行基準を採用した業務にかか
る分

○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。

○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。

1
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２０年度
る分

46,179,388 ○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。



（６）役員及び職員の給与費の明細

70,506 5 962 3

( 2,976 ) ( 1 ) ( － ) ( － )

4,730,452 822 51,311 14

( 316,659 ) ( 135 ) ( 4,133 ) ( 78 )

4,800,958 827 52,273 17

( 319,635 ) ( 136 ) ( 4,133 ) ( 78 )

① 役員報酬については、「自動車検査独立行政法人役員給与規程」に基づき支給しています。

② 役員退職手当については、「自動車検査独立行政法人役員退職手当支給規程」に基づき支給することとなっています。

③ 職員給与については、「自動車検査独立行政法人職員給与規程」に基づき支給しています。

④ 職員退職手当については、「自動車検査独立行政法人職員退職手当支給規程」に基づき支給することとなっています。

⑤ 非常勤の役員又は職員は、外数として（　 ）で記載しています。 

⑥ 非常勤職員の給与については、「自動車検査独立行政法人非常勤職員の就業等に関する規程」に基づき支給しています。

⑦ 報酬又は給与の職員支給人員及び非常勤支給人員については、年間平均支給人員数によっています。

報酬又は給与 退職手当

支給額 支給人員 支給額 支給人員

1
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役　　員

職　　員

合　　計

区　　分

（単位：千円、人）



（７）施設費の明細
（単位：円）

建設仮勘定
見返施設費

資本剰余金 その他

審査場の建替等 353,407,042 332,658,452 20,748,590 0

審査機器の更新等 923,462,719 0 923,462,719 0

審査上屋の改修等 2,640,143,875 22,689,698 2,617,454,177 0

計 3,917,013,636 355,348,150 3,561,665,486 0

1
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区　　　分 当期交付額
左の会計処理内訳

摘　　　要
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